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本
会
（
会
長
�
藤
田
�
之
・
広

島
市
議
会
議
長
）
は
８
月
付
で

「
市
議
会
議
員
報
酬
に
関
す
る
調

査
結
果
」
を
ま
と
め
た
（
８
月
２９

日
付
で
全
市
へ
送
付
済
）。
こ
の

調
査
結
果
は
全
国
８
０
６
市
議
会

（
東
京
２３
特
別
区
含
む
）
を
対
象

に
、
平
成
１９
年
１２
月
３１
日
現
在
で

の
正
副
議
長
と
議
員
の
報
酬
月
額

状
況
を
取
り
ま
と
め
た
も
の
。

調
査
結
果
で
は
、
「
議
長
」「
副

議
長
」「
議
員
」
の
区
分
ご
と
に
、

そ
れ
ぞ
れ
デ
ー
タ
を
集
計
し
た
う

え
で
、
前
年
の
調
査
で
得
ら
れ
た

デ
ー
タ
と
比
較
し
て
い
る
。
報
酬

月
額
の
状
況
を
み
て
み
る
と
、
全

国
８
０
６
市
議
会
の
平
均
額
は
、

議
長
が
５１
・
６
万
円
、
副
議
長
が

４５
・
６
万
円
。
両
者
と
も
対
前
年

度
比
で
増
減
な
し
と
な
っ
て
い
る

こ
と
が
分
か
っ
た
。
ま
た
、
議
員

の
平
均
額
は
４２
・
０
万
円
。
対
前

年
度
比
０
・
１
万
円
の
減
と
な
っ

て
い
る
。

な
お
、
全
国
８
０
６
市
議
会
の

う
ち
３
市
が
、
同
一
市
議
会
内
で

複
数
の
報
酬
額
と
し
て
い
る
。
こ

の
取
り
扱
い
は
、
市
町
村
合
併
に

伴
う
特
例
制
度
の
活
用
に
よ
り
、

合
併
後
も
議
員
の
職
を
継
続
し
て

い
る
こ
と
に
由
来
す
る
も
の
。
同

制
度
で
は
、
新
設
ま
た
は
編
入
後

の
自
治
体
に
一
定
期
間
、
議
員
と

し
て
在
職
す
る
こ
と
を
認
め
て
い

る
。
た
だ
し
、
一
部
の
自
治
体
に

お
い
て
は
報
酬
の
改
定
を
行
わ

ず
、
そ
れ
ま
で
各
議
員
が
所
属
し

て
い
た
議
会
の
報
酬
を
、
引
き
続

き
新
た
な
議
会
の
報
酬
と
す
る
自

治
体
も
あ
る
た
め
、
同
一
市
議
会

内
で
も
複
数
の
議
員
報
酬
が
存
在

す
る
ケ
ー
ス
が
あ
る
。

こ
の
１
市
複
数
制
度
を
適
用
し

て
い
な
い
８
０
３
市
議
会
に
つ
い

て
、
平
均
報
酬
月
額
を
人
口
段
階

別
に
み
た
も
の
が
表
�
。
前
回
の

１８
年
末
時
点
で
の
調
査
で
は
、
全

市
議
会（
８
０
２
団
体
）の
う
ち
、

１
市
複
数
制
度
を
適
用
し
て
い
な

い
「
７
４
６
市
議
会
」
を
中
心
に

ま
と
め
て
い
る
。
対
前
年
度
調
査

結
果
と
の
対
比
を
み
る
た
め
、
今

回
の
調
査
結
果
で
は
８
０
３
市
議

会
を
対
象
と
し
た
。

表
�
で
全
国
平
均
の
報
酬
月
額

を
み
る
と
、
議
長
は
５１
・
６７
万
円

で
対
前
年
度
比
０
・
２
万
円
の

減
。
副
議
長
は
４５
・
６０
万
円
で
対

前
年
度
比
０
・
１２
万
円
の
減
。
議

員
は
４２
・
０８
万
円
で
対
前
年
度
比

０
・
０６
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
る

こ
と
が
分
か
っ
た
。

次
に
８
０
３
市
議
会
に
つ
い

て
、
人
口
段
階
別
に
み
た
実
際
の

報
酬
月
額
の
「
最
高
額
」
と
「
最

低
額
」
が
表
�
の
と
お
り
と
な
っ

た
ほ
か
、
各
委
員
会
に
お
け
る
正

副
委
員
長
職
へ
の
報
酬
加
算
状
況

は
表
�
の
と
お
り
と
な
っ
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1699号９月５日平成20年
（2008年）

本本
会会
がが
議議
員員
報報
酬酬
調調
査査
まま
とと
めめ
るる

全
国
平
均
は
対
前
年
千
円
減
の
４２
・
０
万
円

９月５日現在の市数
８０６市

うち
指定都市 １７市
中核市 ３９市
特例市 ４３市
一般市 ６８４市
特別区 ２３区

【表�】人口段階別にみた市議会議員の平均報酬月額（調査対象：８０３市）
報酬月額（万円）
対前年比較

議員
０．１５
０．４６
▲０．１０
▲０．２６
▲０．１１
▲０．２３
▲０．１４
▲０．２５
▲０．４５
▲０．７５
▲０．０４
▲０．０６
▲０．４１
▲０．５５
▲０．０６
▲０．１４

【表�】人口段階別にみた市議会議員の報酬月額の高低（調査対象：８０３市）（単位：万円）
議員 報酬月額（万円）

最低額
１８．０
２４．０
３１．２
４３．５
５１．５
５５．０
５９．０

【表�】委員会委員長職への報酬加算の状況（調査対象：８０３市）
特 別
副委員長
４４

５．５

１．７

副議長
０．１１
０．３２
▲０．１２
▲０．２９
▲０．１４
▲０．２８
▲０．５１
▲０．８３
▲０．６９
▲１．０６
０．１１
０．１６
▲０．４６
▲０．５５
▲０．１２
▲０．２６

特 別
委員長
６３

７．８

２．７

最高額
６２．３
５７．０
６４．０
６７．０
６８．０
７０．０
１０２．０

議長
０．０８
０．２０
▲０．１７
▲０．３６
▲０．２３
▲０．４０
▲０．６７
▲０．９８
▲０．８１
▲１．１３
０．０２
０．０３
▲０．５２
▲０．５５
▲０．２０
▲０．３９

金額
伸び率（％）
金額
伸び率（％）
金額
伸び率（％）
金額
伸び率（％）
金額
伸び率（％）
金額
伸び率（％）
金額
伸び率（％）
金額
伸び率（％）

議会運営
副委員長
７２

９．０

１．３

副議長 報酬月額（万円）
最低額
２０．０
２５．０
３３．２
４６．０
５２．９
５８．０
６５．４

報酬月額（万円）
（平成１８年１２月３１日現在）

議員

３２．３１

３８．７５

４６．８４

５５．４５

５９．７５

６３．７７

７４．５８

４２．１４

議会運営
委員長
２１４

２６．７

１．５

副議長

３４．８８

４１．５４

５０．８１

６１．３９

６４．８６

７０．１３

８４．０９

４５．７２

最高額
８１．５
６２．０
７９．７
８０．９
７９．５
８０．１
１１２．０

議長

４０．４７

４７．３１

５７．０６

６８．５１

７１．５６

７７．６８

９４．１７

５１．８７

常 任
副委員長
７４

９．２

１．３

市数

２２８

２５８

１４３

３９

２６

２０

３２

７４６

議長 報酬月額（万円）
最低額
２３．０
３０．５
３６．７
５０．５
５８．８
６４．０
７３．０

常 任
委員長
２２０

２７．４

１．５

報酬月額（万円）
（平成１９年１２月３１日現在）

議員

３２．４６

３８．６５

４６．７３

５５．３１

５９．３０

６３．７３

７４．１７

４２．０８

副議長

３４．９９

４１．４２

５０．６７

６０．８８

６４．１７

７０．２４

８３．６３

４５．６０

最高額
９３．１
６９．８
９２．７
９４．９
９３．０
９３．０
１２６．０

区 分

市 数

「８０３市」に占める割合（％）

平均加算額（万円）

議長

４０．５５

４７．１４

５６．８３

６７．８４

７０．７５

７７．７０

９３．６５

５１．６７

市数

２４６

２７４

１５７

４４

２９

２０

３３

８０３

区分
人口
５万未満
５～１０万未満
１０～２０万未満
２０～３０万未満
３０～４０万未満
４０～５０万未満
５０万以上

区分
人口

５万未満

５～１０万未満

１０～２０万未満

２０～３０万未満

３０～４０万未満

４０～５０万未満

５０万以上

平均

（１） 平成２０年９月５日 第１６９９号
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１
�
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

の
第
１
次
勧
告

地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

は
、
今
年
５
月
２８
日
に
第
１
次
勧

告
を
行
い
、
そ
れ
を
受
け
て
政
府

は
６
月
２０
日
に
地
方
分
権
改
革
推

進
要
綱
を
決
定
し
て
い
る
。

今
後
、分
権
委
は
、本
年
度
中
に

第
２
次
、第
３
次
勧
告
を
行
い
、政

府
は
、勧
告
を
踏
ま
え
て
来
年
度

中
の
で
き
る
だ
け
早
い
時
期
に
、

新
し
い
地
方
分
権
一
括
法
案
を
国

会
に
提
出
す
る
予
定
で
あ
る
。

第
１
次
勧
告
は
、
第
１
章
に
基

本
的
な
考
え
方
と
し
て
、
国
と
地

方
の
役
割
分
担
の
見
直
し
と
基
礎

自
治
体
優
先
の
原
則
を
明
確
に
打

ち
出
し
て
い
る
。

第
２
章
と
第
３
章
が
具
体
的
な

勧
告
の
中
身
で
、
２
章
に
く
ら
し

づ
く
り
、
ま
ち
づ
く
り
の
個
別
分

野
の
問
題
、
３
章
に
６４
法
律
、
３

５
９
の
事
務
権
限
の
都
道
府
県
か

ら
市
町
村
へ
の
移
譲
を
示
し
て
い

る
。
さ
ら
に
３
章
で
は
、
補
助
対

象
財
産
の
財
産
処
分
の
弾
力
化
を

示
し
、
勧
告
後
速
や
か
に
実
施
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

第
４
章
は
、
道
路
特
定
財
源
の

一
般
財
源
化
及
び
消
費
者
行
政
の

一
元
化
に
つ
い
て
提
言
し
、
第
５

章
は
、
今
後
に
向
け
た
課
題
と
し

て
国
の
出
先
機
関
の
廃
止
・
縮
小

と
、
国
が
法
令
で
地
方
に
義
務
づ

け
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
の
見
直

し
が
柱
と
な
っ
て
い
る
。

２
�
第
２９
次
地
方
制
度
調
査
会
の

動
向総

理
大
臣
の
諮
問
機
関
で
あ
る

第
２９
次
地
方
制
度
調
査
会
は
審
議

項
目
と
し
て
、
基
礎
自
治
体
の
あ

り
方
、
行
政
の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
と

し
て
の
監
査
機
能
の
充
実
・
強
化

と
議
会
制
度
の
あ
り
方
等
を
取
り

上
げ
て
い
る
。

監
査
機
能
の
充
実
・
強
化
に
つ

い
て
は
、
同
調
査
会
の
専
門
小
委

員
会
で
監
査
委
員
の
選
任
方
法
に

つ
い
て
、
執
行
部
に
対
す
る
独
立

性
を
強
化
す
る
観
点
か
ら
、
議
会

の
同
意
を
得
て
長
が
選
任
す
る
の

を
や
め
、
議
会
の
選
挙
で
選
出
す

る
こ
と
と
し
、
併
せ
て
、
議
会
選

出
監
査
委
員
は
廃
止
す
る
と
い
う

方
向
性
が
示
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
監
査
の
実
効
性
を
高
め

る
た
め
の
方
策
、
事
務
局
体
制
や

外
部
監
査
に
つ
い
て
の
方
向
性
も

出
さ
れ
て
い
る
。

現
在
は
議
会
制
度
に
つ
い
て
議

論
さ
れ
て
お
り
、
三
議
長
会
か
ら

の
意
見
聴
取
も
あ
る
の
で
、
議
論

の
推
移
に
は
、
皆
様
も
十
分
関
心

を
払
っ
て
い
た
だ
き
た
い
。

３
�
市
町
村
合
併
の
進
展
状
況

平
成
２０
年
１１
月
１
日
現
在
の
告

示
ベ
ー
ス
で
、
１
７
８
４
団
体
ま

で
市
町
村
合
併
が
進
展
を
し
て
い

る
が
、
依
然
、
人
口
１
万
人
未
満

の
市
町
村
も
４
８
２
存
在
し
て
お

り
、
現
在
、
合
併
新
法
に
基
づ
く

合
併
の
推
進
を
し
て
い
る
。

４
�
定
住
自
立
圏
構
想

定
住
自
立
圏
構
想
の
背
景
に

は
、
大
都
市
圏
へ
の
人
口
偏
在
が

あ
る
。
今
後
３０
年
間
の
人
口
予
測

と
し
て
は
、
三
大
都
市
圏
で
も
減

っ
て
い
く
が
、
地
方
圏
で
は
大
幅

に
減
っ
て
い
く
こ
と
に
な
る
。
そ

う
な
る
と
、
す
べ
て
の
市
町
村
に

フ
ル
セ
ッ
ト
の
生
活
機
能
を
整
備

す
る
こ
と
は
難
し
く
な
る
。

そ
こ
で
、
中
心
に
な
る
市
が
都

市
機
能
を
集
約
的
に
整
備
し
て
、

周
辺
市
町
村
と
役
割
を
分
担
し
、

連
携
し
な
が
ら
圏
域
全
体
と
し
て

生
活
圏
を
形
成
し
て
い
こ
う
と
い

う
の
が
、
定
住
自
立
圏
構
想
で
あ

る
。中

心
市
の
概
念
と
し
て
は
、
人

口
５
万
人
程
度
で
、
か
つ
昼
夜
間

人
口
比
率
１
以
上
を
想
定
し
て
い

る
。
一
方
で
、
周
辺
市
町
村
は
、

環
境
あ
る
い
は
食
糧
の
問
題
、
地

域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
な
ど
の
違
う
形

で
お
互
い
に
特
色
を
持
っ
た
連
携

・
交
流
を
し
て
い
っ
て
は
ど
う
か

と
考
え
て
い
る
。

５
�
住
民
基
本
台
帳
、
住
基
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
及
び
住
基
カ
ー
ド

住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド
の
現
在

の
普
及
状
況
は
、
２０
年
３
月
末
現

在
で
２
３
４
万
枚
が
交
付
、
２
２

１
団
体
が
無
料
化
し
て
い
る
。
現

在
、
住
基
カ
ー
ド
の
交
付
手
数
料

の
無
料
化
に
向
け
た
特
別
交
付
税

措
置
を
平
成
２０
年
か
ら
２２
年
度
の

３
年
度
間
に
限
っ
て
行
っ
て
お

り
、
昨
年
度
後
半
か
ら
、
か
な
り

交
付
が
進
ん
で
き
て
い
る
。

住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
大
変
重
要
な
役
割
は
、
行
政
、

あ
る
い
は
本
人
も
含
め
て
行
政
の

い
ろ
い
ろ
な
手
続
の
中
で
本
人
確

認
を
、
住
基
ネ
ッ
ト
を
使
っ
て
で

き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
に
よ
っ
て

簡
素
・
効
率
的
に
し
よ
う
と
い
う

こ
と
で
あ
る
。

６
�
新
た
な
外
国
人
台
帳
制
度

現
在
の
外
国
人
制
度
は
、
入
管

法
、
入
管
特
例
法
、
外
登
法
に
基

づ
き
、
国
が
在
留
を
許
可
し
、
市

町
村
は
、
法
定
受
託
事
務
と
し
て

外
国
人
登
録
証
明
書
を
出
す
と
い

う
登
録
管
理
の
仕
組
み
に
な
っ
て

い
る
。

こ
の
情
報
が
、
行
政
サ
ー
ビ
ス

に
も
活
用
さ
れ
て
い
る
場
合
も
あ

る
が
、
住
所
が
変
わ
る
な
ど
で
、

誰
が
住
ん
で
い
る
の
か
把
握
さ
れ

て
い
な
い
よ
う
な
状
況
が
あ
り
、

外
国
人
へ
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
上
の

問
題
が
生
じ
て
い
た
。

そ
の
た
め
、
新
た
な
入
管
制
度

と
外
国
人
台
帳
法
と
い
う
２
つ
の

制
度
に
仕
分
け
を
し
、
外
国
人
に

つ
い
て
も
住
基
台
帳
と
同
じ
よ
う

に
、
市
町
村
が
、
住
民
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
す
る
基
礎
と
し
て
の
台
帳

を
つ
く
る
と
い
う
方
向
性
が
出
さ

れ
、
平
成
２１
年
の
通
常
国
会
へ
の

関
係
法
案
提
出
に
向
け
て
、
現

在
、
検
討
を
進
め
て
い
る
。

７
�
入
札
・
契
約
制
度

現
在
、
総
務
省
は
国
交
省
と
一

緒
に
、
総
合
評
価
方
式
と
い
う
入

札
方
式
を
推
進
し
て
い
る
。
総
合

評
価
方
式
と
は
、
工
期
、
機
能
、

安
全
等
の
価
格
以
外
の
要
素
と
価

格
を
総
合
的
に
評
価
し
て
、
最
も

評
価
の
高
い
も
の
を
落
札
者
と
し

て
決
定
を
す
る
も
の
で
あ
る
。

価
格
以
外
の
要
素
と
し
て
は
、

工
事
の
成
績
、
地
域
住
民
へ
の
安

全
対
策
、
施
工
の
経
験
、
防
災
活

動
な
ど
の
地
域
へ
の
貢
献
等
が
あ

る
。こ

の
方
式
は
、
評
価
基
準
を
決

定
す
る
際
、
２
人
以
上
の
外
部
の

人
、
学
識
経
験
者
か
ら
意
見
を
聞

い
て
そ
の
公
正
さ
を
担
保
し
た
後

に
、
公
告
、
審
査
、
入
札
、
そ
し

て
そ
の
基
準
に
基
づ
く
評
価
を
し

て
決
定
を
す
る
こ
と
に
な
る
。

（
要
約
・
地
方
行
政
委
員
会
担
当
）

引
き
続
き
３
面
で
は
、
建
設
運

輸
委
員
会
の
講
演
要
旨
を
掲
載
し

ま
す
。

本会

各各
委委
員員
会会
でで
のの
講講
演演
要要
旨旨
�２�

地
方
行
政
委
員
会

前
号
に
引
き
続
き
、
７
月
中
旬
以
降
に
開
か
れ
た
本
会
各
委
員
会

に
お
け
る
講
演
要
旨
を
掲
載
し
ま
す
。

地
方
行
政
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

総
務
省
自
治
行
政
局
行
政
課
長

佐
々
木

敦

朗

氏
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マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
７
（
以
下

「
Ｍ
７
」
）
ク
ラ
ス
の
地
震
が
発

生
し
た
場
合
、
東
海
地
震
で
の
被

害
想
定
は
、
全
壊
２６
万
棟
、
死
者

９
２
０
０
人
、
経
済
被
害
３７
兆
円

で
あ
る
が
、
政
府
で
は
今
後
１０
年

間
で
死
者
数
・
経
済
被
害
の
半
減

を
目
標
に
掲
げ
て
い
る
。

東
南
海
・
南
海
地
震
で
は
、
東

海
地
方
か
ら
南
海
地
方
ま
で
広
域

的
な
被
害
が
予
想
さ
れ
、
特
に
津

波
に
よ
る
被
害
が
大
き
く
、
全
壊

３６
万
棟
、死
者
１
万
８
０
０
０
人
、

経
済
被
害
５７
兆
円
が
想
定
さ
れ
て

い
る
。こ
の
た
め
、今
後
１０
年
間
で

住
宅
建
築
の
耐
震
化
・
避
難
率
の

向
上
等
に
よ
り
死
者
数
・
経
済
被

害
の
半
減
を
目
標
に
し
て
い
る
。

日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海

溝
型
地
震
で
は
死
者
２
７
０
０

人
、
経
済
被
害
１
・
３
兆
円
を
想

定
。
過
去
の
大
津
波
発
生
を
踏
ま

え
た
津
波
防
災
対
策
の
強
化
と
、

積
雪
寒
冷
地
の
た
め
の
冬
期
対
策

を
重
視
し
て
い
る
。

首
都
直
下
地
震
で
は
、
焼
失
家

屋
８５
万
棟
、
死
者
１
万
１
０
０
０

人
、
経
済
被
害
１
１
２
兆
円
と
国

家
予
算
を
超
え
る
被
害
も
想
定
さ

れ
て
お
り
、
今
後
１０
年
間
で
死
者

数
半
減
、
経
済
被
害
４
割
減
と
い

う
目
標
を
設
定
し
て
い
る
。

過
去
に
お
い
て
阪
神
・
淡
路
大

震
災
で
死
者
の
約
８
割
以
上
が
建

物
倒
壊
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
平
成
１７
年
９
月
の
中
央
防

災
会
議
で
全
国
的
な
耐
震
化
施
策

推
進
の
決
定
が
な
さ
れ
、
様
々
な

分
野
で
住
宅
・
建
築
物
の
耐
震
化

対
策
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
�
建
築
物
の
耐

震
改
修
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の

改
正
�
住
宅
・
建
築
物
改
修
事
業

の
補
助
事
業
・
補
助
要
件
の
大
幅

緩
和
等
�
耐
震
改
修
の
場
合
の
税

制
特
例
創
設
�
地
震
保
険
料
控
除

の
限
度
額
増
額
―
―
な
ど
、
様
々

な
対
策
が
と
ら
れ
て
い
る
。

特
に
、
学
校
・
病
院
に
つ
い
て

は
、
法
改
正
に
よ
り
耐
震
改
修
の

指
示
に
従
わ
な
い
場
合
に
は
学
校

名
等
が
公
表
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

た
が
、
現
状
で
は
、
ま
だ
耐
震
施

行
済
み
の
公
立
小
中
学
校
は
全
国

平
均
で
６
割
で
あ
り
、
四
川
大
地

震
の
よ
う
な
被
害
を
出
さ
な
い
た

め
に
も
、
早
急
に
耐
震
化
を
進
め

る
必
要
が
あ
る
。

こ
の
耐
震
化
推
進
の
た
め
、
６

月
に
補
助
率
が
、
地
震
補
強
事
業

は
２
分
の
１
か
ら
３
分
の
２
へ
、

コ
ン
ク
リ
ー
ト
強
度
の
強
化
の
た

め
に
行
う
改
築
事
業
は
３
分
の
１

か
ら
２
分
の
１
へ
と
、
大
幅
に
か

さ
上
げ
さ
れ
、
こ
の
法
改
正
に
併

せ
交
付
税
措
置
も
大
幅
に
ア
ッ
プ

し
て
い
る
。

そ
の
結
果
、
従
前
は
補
助
率
２

分
の
１
と
元
利
償
還
金
の
交
付
税

措
置
に
よ
り
実
質
的
な
地
方
負
担

が
３１
％
で
あ
っ
た
も
の
が
、
今
回

の
措
置
で
補
助
率
が
３
分
の
２
と

な
り
、
元
利
償
還
金
部
分
も
上
が

っ
た
た
め
、
地
方
負
担
は
１３
％
ま

で
軽
減
さ
れ
て
い
る
。

改
築
事
業
の
地
方
負
担
も
同
様

に
２６
・
７
％
か
ら
２０
％
ま
で
軽
減

さ
れ
た
の
で
、
ぜ
ひ
小
中
学
校
の

耐
震
化
に
つ
い
て
ご
配
慮
い
た
だ

き
た
い
。

特
に
小
中
学
校
は
児
童
生
徒
の

安
全
に
加
え
災
害
時
の
周
辺
住
民

の
避
難
場
所
と
な
る
こ
と
か
ら
、

耐
震
化
の
た
め
に
地
方
の
ご
支
援

を
賜
り
た
い
。

地
球
温
暖
化
な
ど
環
境
問
題
の

影
響
も
あ
り
現
在
、
二
酸
化
炭
素

排
出
量
が
比
較
的
少
な
い
鉄
道
貨

物
輸
送
へ
の
期
待
が
高
ま
り
、
平

成
１２
年
か
ら
輸
送
量
は
１
割
以
上

増
加
。
従
来
の
単
な
る
高
速
大
量

輸
送
時
代
か
ら
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー

等
の
サ
ー
ビ
ス
の
高
質
化
や
、
ま

ち
づ
く
り
等
へ
の
貢
献
な
ど
、
鉄

道
に
つ
い
て
様
々
な
方
向
性
が
検

討
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

特
に
バ
リ
ア
フ
リ
ー
対
策
で

は
、
２２
年
ま
で
に
１
日
５
０
０
０

人
以
上
が
利
用
す
る
全
駅
の
段
差

を
解
消
し
、
続
い
て
ホ
ー
ム
ド
ア

や
可
動
式
ホ
ー
ム
柵
等
を
配
備
す

る
こ
と
を
目
標
と
し
て
い
る
。

都
市
鉄
道
の
サ
ー
ビ
ス
に
関
し

て
は
現
在
、
通
勤
通
学
の
混
雑
緩

和
が
課
題
の
中
心
。
都
市
鉄
道
は

混
雑
率
が
大
き
く
低
下
し
て
き
た

が
、
依
然
と
し
て
２
０
０
％
を
超

え
る
箇
所
も
存
在
し
て
い
る
。
こ

の
た
め
、
ハ
ー
ド
面
で
は
複
々
線

化
や
車
両
数
増
加
、
ソ
フ
ト
面
で

は
列
車
間
に
お
け
る
混
雑
の
平
準

化
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

一
方
、
地
方
鉄
道
の
状
況
と
し

て
は
、
輸
送
人
員
は
昭
和
６２
年
と

比
較
し
て
約
２
割
、
社
員
数
も
３

割
弱
の
減
で
あ
り
、
車
両
は
３０
年

以
上
が
経
過
し
た
も
の
が
大
半
で

あ
る
。
経
常
収
支
も
、
赤
字
会
社

が
８
割
を
超
え
て
い
る
。

１２
年
に
鉄
道
事
業
法
が
改
正
さ

れ
鉄
道
事
業
が
免
許
制
か
ら
許
可

制
と
な
り
、
そ
の
後
全
国
で
２５
路

線
５
７
４
�
が
廃
止
さ
れ
た
。
し

か
し
、需
要
が
少
な
い
地
方
で
は
、

規
制
緩
和
の
悪
い
面
が
露
呈
し
て

し
ま
っ
た
と
い
う
認
識
が
あ
る
。

１９
年
１０
月
施
行
の
地
域
公
共
交

通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る

法
律
で
は
、
地
域
で
最
適
の
公
共

交
通
を
市
町
村
・
事
業
者
・
道
路

管
理
者
・
住
民
等
が
参
加
し
た
協

議
会
に
お
い
て
検
討
し
、
そ
れ
に

対
し
国
あ
る
い
は
地
方
か
ら
総
合

的
な
支
援
を
行
う
も
の
と
さ
れ
、

鉄
道
再
生
事
業
も
対
象
と
な
っ
て

い
る
。

支
援
策
の
一
例
で
は
、
事
業
者

か
ら
路
線
の
廃
止
の
届
出
が
提
出

さ
れ
た
場
合
で
も
、
協
議
会
で
再

生
計
画
が
立
案
さ
れ
て
い
れ
ば
、

鉄
道
事
業
法
に
基
づ
く
１
年
後
の

廃
止
は
行
わ
ず
、
国
や
地
方
と
の

十
分
な
協
議
に
よ
り
、
あ
る
程
度

の
支
援
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
体
制

と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
本
年
５
月
に
地
域
公
共
交

通
特
定
事
業
に
鉄
道
事
業
再
構
築

事
業
が
追
加
さ
れ
、
継
続
が
困
難

ま
た
は
困
難
と
な
る
お
そ
れ
の
あ

る
旅
客
鉄
道
事
業
は
市
町
村
等
の

支
援
と
事
業
者
の
資
産
譲
渡
な
ど

の
経
営
改
善
に
よ
る
当
該
路
線
の

維
持
が
見
ら
れ
た
場
合
、
特
例
適

用
の
対
象
と
な
る
こ
と
が
可
能
と

な
っ
た
。

こ
の
市
町
村
等
の
支
援
の
例
と

し
て
は
、
自
治
体
が
鉄
道
線
路
を

保
有
管
理
し
運
行
事
業
者
に
無
償

で
貸
し
出
す
公
有
民
営
に
よ
る
上

下
分
離
方
式
が
挙
げ
ら
れ
る
。

こ
の
方
式
に
正
式
な
意
思
決
定

を
し
た
自
治
体
は
ま
だ
無
い
が
、

地
方
鉄
道
再
生
の
選
択
肢
の
一
つ

と
し
て
活
用
い
た
だ
き
た
い
。

（
要
約
・
建
設
運
輸
委
員
会
担
当
）

鉄
道
の
現
状
と
鉄
道
政
策

国
土
交
通
省
鉄
道
局
企
画
室
長

�

橋

一

郎

氏

我
が
国
の
地
震
防
災
対
策

内
閣
府
参
事
官（
地
震
・
火
山
対
策
担
当
）

池

内

幸

司

氏

本会

各各
委委
員員
会会
でで
のの
講講
演演
要要
旨旨
�３�

建
設
運
輸
委
員
会
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岡
崎
市
・
名
古
屋
市
に

災災
害害
救救
助助
法法
がが
適適
用用

「
消
費
者
が
主
役
の
政
府
」
を

標
榜
す
る
福
田
内
閣
が
、
来
年
度

か
ら
の
発
足
を
目
指
し
て
い
る
の

が
「
消
費
者
庁
」
で
あ
る
。

現
在
、
産
業
関
係
は
経
済
産
業

省
、
農
業
は
農
林
水
産
省
、
金
融

に
関
し
て
は
金
融
庁
と
、
業
種
ご

と
に
行
政
組
織
が
縦
割
り
に
編
成

さ
れ
て
い
る
。

そ
の
た
め
、
消
費
者
に
不
利
益

と
な
る
よ
う
な
問
題
―
―
農
薬
入

り
ギ
ョ
ー
ザ
や
、
発
火
の
恐
れ
が

あ
る
電
化
製
品
が
市
場
に
出
回
っ

た
り
、
悪
質
な
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム

の
被
害
が
相
次
い
だ
り
―
―
が
起

こ
っ
た
場
合
、
消
費
者
の
立
場
に

立
っ
て
一
元
的
に
対
処
で
き
る
と

こ
ろ
が
な
く
、
常
に
対
応
が
後
手

に
回
っ
て
い
た
。

消
費
者
庁
は
、
こ
う
い
っ
た
縦

割
り
行
政
の
欠
陥
を
解
消
し
、
消

費
者
の
安
全
・
安
心
に
か
か
わ
る

問
題
を
幅
広
く
担
当
す
る
た
め
の

「
消
費
者
の
目
線
で
行
政
を
進
め

る
新
し
い
役
所
」
と
し
て
構
想
さ

れ
て
い
る
。

し
か
し
、
自
民
党
内
で
も
行
政

の
ス
リ
ム
化
に
逆
行
す
る
と
い
う

懸
念
が
あ
る
ほ
か
、
産
業
界
と
の

結
び
付
き
が
強
い
官
庁
か
ら
の
抵

抗
も
激
し
い
と
見
ら
れ
て
い
る
。

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
松
尾
裕
幸
・
佐
世
保

市
議
会
議
長
）
は
８
月
２７
日
、
明

年
度
予
算
確
保
に
向
け
、
会
長
を

は
じ
め
と
す
る
実
行
運
動
班
を
編

成
。
自
民
党
の
国
防
三
部
会
合
同

会
議
で
要
望
陳
述
し
た
ほ
か
、
関

係
各
方
面
へ
面
談
要
請
し
た
。

特
に
、
今
回
の
要
望
で
焦
点
と

な
っ
て
い
る
の
が
「
調
整
交
付
金

（
施
設
等
所
在
市
町
村
調
整
交
付

金
）
」
の
取
り
扱
い
。
調
整
交
付

金
は
、
基
地
交
付
金
（
国
有
提
供

施
設
等
所
在
市
町
村
助
成
交
付

金
）
と
と
も
に
、
固
定
資
産
税
の

代
替
的
性
格
を
有
し
て
い
る
。

し
か
し
概
算
要
求
基
準
で
基
地

交
付
金
は
「
義
務
的
経
費
」
と
さ

れ
る
一
方
、
調
整
交
付
金
は
「
そ

の
他
経
費
」
に
分
類
さ
れ
る
。
骨

太
方
針
２
０
０
６
に
従
い
「
そ
の

他
経
費
」
は
対
前
年
度
比
３
％
減

と
な
る
ほ
か
、
骨
太
方
針
２
０
０

８
を
踏
ま
え
創
設
さ
れ
る
「
重
要

課
題
推
進
枠
」
の
財
源
と
し
て
、

さ
ら
に
２
％
削
減
さ
れ
る
。

財
政
補
給
金
的
な
意
味
合
い
を

帯
び
る
調
整
交
付
金
が
、
基
地
交

付
金
と
同
一
に
扱
わ
れ
ず
、
概
算

要
求
基
準
で
削
減
対
象
と
さ
れ
る

現
状
は
極
め
て
不
合
理
。そ
こ
で
、

実
行
運
動
班
は
調
整
交
付
金
の
義

務
的
経
費
化
を
求
め
、
自
民
党
の

合
同
会
議
に
出
席
し
た
ほ
か
、
北

村
誠
吾
・
防
衛
副
大
臣
、
岸
信
夫

・
防
衛
政
務
官
、
森
山
�
・
自
民

党
総
務
部
会
長
ら
に
面
談
し
た
。

▼
議
長

▽
行
田

斉
藤
哲
夫（
６
・
２６
）

▽
久
喜

内
田

正（
６
・
２６
）

▽
宮
津

安
達

稔（
６
・
２６
）

▼
副
議
長

▽
行
田

香
川
宏
行（
６
・
２６
）

▽
宮
津

大
森
秀
朗（
６
・
２６
）

▽
広
島

佐
々
木
壽
吉（
６
・
２６
）

▽
館
山

三
上
英
男（
６
・
２７
）

▽
１０
月
１
日

地
方
行
政
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
後
３

時
、
東
海
市
）

▽
１０
月
６
日

産
業
経
済
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
後
３

時
、
青
森
市
）

▽
１０
月
９
日

全
国
自
治
体
病
院

経
営
都
市
議
会
協
議
会
�
地
域

医
療
政
策
セ
ミ
ナ
ー
（
午
後
１

時
、日
本
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
）

▽
１０
月
１５
日
・
１６
日

全
国
市
議

会
議
長
会
�
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム

（
１５
日
午
後
１
時
、
１６
日
午
前

９
時
、
釧
路
市
）

▽
１０
月
２０
日

広
域
行
政
圏
市
議

会
協
議
会
�
正
副
会
長
・
監
事

・
相
談
役
会
議
（
午
後
３
時
、

徳
島
市
）

７
月
２８
日
に
発
生
し
た
大
雨
の

影
響
に
よ
り
、
愛
知
県
岡
崎
市
で

は
、
多
数
の
住
民
の
生
命
や
身
体

に
危
害
が
生
じ
た
。
ま
た
、
こ
の

大
雨
は
同
県
名
古
屋
市
に
も
、
半

壊
を
は
じ
め
床
上
浸
水
等
の
被
害

を
多
く
の
住
家
に
も
た
ら
し
た
。

こ
の
た
め
、
愛
知
県
は
同
日
付

で
、
岡
崎
市
と
名
古
屋
市
に
対
し

災
害
救
助
法
を
適
用
し
た
。
同
法

の
適
用
を
受
け
国
は
、
避
難
所
設

置
な
ど
の
措
置
を
講
じ
た
。
こ
の

ほ
か
愛
知
県
は
２９
日
、
自
衛
隊
に

対
し
災
害
派
遣
要
請
を
行
い
、
自

衛
隊
に
よ
る
水
防
活
動
な
ど
が
実

施
さ
れ
た
。

▽
伊
那
市
（
長
野
県
）

伊
那
市
下
新
田
３
０
５
０
番
地

（
郵
便
・
電
話
・
Ｆ
Ａ
Ｘ
番
号

は
変
更
な
し
）

▽
木
津
川
市
（
京
都
府
）

〒
６
１
９
―
０
２
８
６

木
津
川
市
木
津
南
垣
外
１
１
０

番
地
９

TEL
０
７
７
４（
７
５
）１
２
４
０

FAX
０
７
７
４（
７
２
）８
９
５
２

（
議
会
事
務
局
直
通
）

消

費

者

庁

「
主
役
は
消
費
者
」、実
現
な
る
か

時の話題

行

事

予

定

議
会
所
在
地
変
更

調整交付金の

義義務務的的経経費費化化をを
国防三部会で基地協要望

議

会

人

事

要
望
す
る
松
尾
・
基
地
協
会
長

北村・防衛副大臣（中央）に面談
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